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35  民法  平成 29 年度 問題 31 Ａ 
 
 
 
 
 

   
   

 
 物権的請求権等に関する次の記述のうち、民法の規定および判例に照らし、
妥当なものはどれか。 
 
１ Ａが所有する甲土地の上に、Ｂが権原なく乙建物を建設してこれをＣに
譲渡した場合、無権原で乙建物を建設することによってＡの土地所有権を
侵害したのはＢであるから、ＡはＢに対してのみ乙建物の収去を求めるこ
とができる。 
２ 第三者が抵当不動産を不法占有することによって同不動産の交換価値の
実現が妨げられ、抵当権者の優先弁済権の行使が困難となるような状態が
あるときは、抵当権に基づく妨害排除請求権が認められるが、抵当権は占
有を目的とする権利ではないため、抵当権者が占有者に対し直接自己への
抵当不動産の明渡しを求めることは常にできない。 
３ 占有者がその占有を奪われたときは、占有回収の訴えにより、その物の
返還を請求することはできるが、損害の賠償を請求することはできない。 
４ 第三者が賃貸不動産を不法占有している場合、賃借人は、その賃借権が
対抗要件を具備しているか否かを問わず、その不法占有者に対して、当該
不動産に関する賃借権に基づく妨害排除請求を行うことができる。 
５ Ｄが所有する丙土地の上に、Ｅが権原なく丁建物を建設し、自己所有名
義で建物保存登記を行った上でこれをＦに譲渡したが、建物所有権登記が
Ｅ名義のままとなっていた場合、Ｄは登記名義人であるＥに対して丁建物
の収去を求めることができる。 
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35  民法  物権総合 ５ 

 
１ 妥当でない 
  判例は、土地所有権に基づく物上請求権を行使して建物収去・土地明渡
しを請求するには、現実に建物を所有することによってその土地を占拠し、
土地所有権を侵害している者を相手方とすべきであるとしている（最判平
6.2.8）。 
 
２ 妥当でない 
  所有者以外の第三者が抵当不動産を不法占有することにより、抵当不動
産の交換価値の実現が妨げられ、抵当権者の優先弁済請求権の行使が困難
となるような状態があるときは、抵当権者は、占有者に対し、抵当権に基
づく妨害排除請求として、上記状態の排除を求めることができ、抵当不動
産の所有者において抵当権に対する侵害が生じないように抵当不動産を適
切に維持管理することが期待できない場合には、抵当権者は、占有者に対
し、直接自己への抵当不動産の明渡しを求めることができるとしている（最
判平 17.3.10）。 
 
３ 妥当でない 
  占有者がその占有を奪われたときは、占有回収の訴えにより、その物の
返還及び損害の賠償を請求することができる（民法 200 条１項）。 
 
４ 妥当でない 
  判例は、対抗力ある借地権者は不法占拠者に対して直接に建物の収去土
地明渡しを請求できるとしている（民法 605 条の４、最判昭 30.4.5）。 

 
５ 妥当である 
  判例は、他人の土地上の建物の所有権を取得した者が自らの意思に基づ
いて所有権取得の登記を経由した場合には、たとい建物を他に譲渡したと
しても、引き続き右登記名義を保有する限り、土地所有者に対し、右譲渡
による建物所有権の喪失を主張して建物収去・土地明渡しの義務を免れる
ことはできないとしている（最判平 6.2.8）。 
 
  

  




